
〔問〕

昭和 42年度 (問題)

次の6問のうち， 1. 2. 3または4. 5. 6のいずれか一方の組を選んで解答せよ。

1. 死亡保険金支払K際して，加入年令が相違していたととが判明した。との場合，保険者の

とるべき措置如何(誤bの原因が保険者側Kある場合と，契約者側Kある場合とK分けて記

せ。〉

2. 生命保険募集人が，生命保険契約の募集VCj:，"いて禁止されている行為を列挙せん

3. 欠のア，イ，ウ，のうち2問を選択し簡単K説明せよ。

7.生命保険契約成立K関し，当事者間で合意を必要とする要素。

イ.他人の生命の保険契約。

ワ.保険計理人と監査役との職務権限上の相違。

4. 信託契約が成立するための基本的条件は何か。いくつかの要点をあげて説明せよo

5. 適格年金信託と調整年金信託とを比較し， (1)根拠法規， (2)制度の機能・特色， (3)税法上の

取扱い，の各々についていか左る相違があるか説明せん

6. 昭和42年 6月の法人税法脳7令改正による，年金関係税制の変更事項Kついて概説せん
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昭和 42年度 (解答)

1. 約款上の取扱い

一般VC，約款K長いては，保険契約申込書K記載された年齢Kついて，誤bがあった場

合Kは，次の方法で処理すべきものとしている。

ア.実際の年齢が保険料表の範囲外のとき

実際の年齢が，保険契約締結の当時，会社の保険料表K掲げた年齢を超えているとき

は，保険契約を無効としてすでK払い込まれた保険料を契約者K払い戻す。

イ.実際の年齢が保J食料表の範囲内のとき

実際の年齢が，保険契約締結の当時，会社の当該備投種類の保険料表の範囲内であっ

た場合Kは，実際の年齢K基づいて保険料を更正し，すでに払い込まれた保険料K超過

分があれば保険契約者K払い戻し，不足分があれば領収する。ただし，保険金の支払事

由が発生した後Kは，過不足分を支払額と精算する。(との場合，その精算K当!?，過

不足分Kついて，刺息を徴しまたは付するととがある。〉

ワ.実際の年齢が契約当時側筑料表の最低年齢K満if-c左かったとき

実際の年齢が，保険契約締結の当時は当該保険種類の保険料表の最低契約年齢K足b

左かったが，その事実の発見されたときKは契約年齢K達していた場合は，最低契約年

齢K達した日K保険契約を締結したものとみ左し，その手続Kついては前イ.を単用す

るo

エ.実際の年齢が保険料表の最高契約年齢を超えていたとき

実際の年齢が，当該保険種類の側i食料授の最高契約年齢を超えていた場合でも，保険

種類を変更して契約をするととができるときは，その保険種類で保険契約を締結したも

のとみまし，その手続については，前イ.を準用する。

2. 約款上の取扱いK関する効力との関連

上記1.(tC述べた約款の規定は公序良俗K反するものでは左いが故K有効であるとの見

解K従って本聞を検討する場合，その回答は次の如く K左ろう。

7.契約者側K過失がある場合

一般VC，上記1.(tC述べた約款の規定は，保険契約者〈または被保険者〕の故意または

過失あるととを必要とし左いと解されている。したがって，契約者K過失あbと仮定す

る本間Kあっては，当然，上記1.(tC述べた約款の規定Kよって，その処理が左されると
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とと在る。

イ.保|没者側K誤りがあった場合

上記1.('l:述べた約款の規定が，商法678条(告知義務違反Kよる契約の解除)の特

則と解するか，民法95条(要素の錯誤)の特則と解するかKよって(す左わち，年齢

を告知事項とみるか，契約の要素とみるかKよって)，若干の相違が生じよう。

a.商法678条の特則と解する場合

との場合:~て沿いても，次のとなりの二通 b の見解Kわけられる。

(1) 上記1.V'C述べた約款の規定が商法67 8条の特則であるKせよ，法の精神から，

同条のただし書は適用され，その誤りのj京因について「保険者が自己K被るととあ

るべき不利益を防止するために取引上必要な注意を欠いた」といういわゆる自己

過失の事実がある場合Kは，無効を主張するとともできず，また保険料の更正等も

できないというととK在る。

(2) 上記1.V'C述べた約款の歩足は商法67 8条の特月l蹴定であ!J，との特別規定のも

とKないては保険者の過失という主観的要件が不要とされているので，保険者の過

失を問題とするとと左<，約款の規定Kよって処理されるととKまる。

b.民法95条の特則と解する場合

との場合K会いては，結論v'c:;þ~いて相違左くも，その論理宇佐成にないて若干の相違

がある次の二通bの見解Kわかれるo

(1) 上記1.V'C述べた約款の規定は，民法95条の特則ではあるが，同条ただし書の規

定を排除しているものであるとは解しえ左い。したがって，その文理上から，誤り

の原因Kついて，甚し〈注意を欠いたと解される重過失の事実がある場合Kは，無

効を主張し;得ず，また保険料の更正等もでき左いというととK在る。

(2) 上記1.!tC述べた約款の規定は，民法95条本文K該当するーの具体的場合を明ら

かKしたものと解し得るK止!J， とれをもって向条ただし書の規定の適用を排除する

趣旨が包含せられていると解するのは難しい。したがって，誤bの原因Kついて重

過失の事実がある場合Kは，無効を主張し得ず，また保険料の更正等もできまいと

いうととK左る。

2. 生命保険募集人は， r {!部~募集の取締に関する法律」の定めるととろK より，登録申請

書を大蔵大臣K提出し，登録を受けなければ生命保険の募集を行まうととができないが
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(募取， 3条， 4条， 9条)，とれら生命保倹募集人が生命保険の募集Kあたって次の行為を

ますととを莞包とされている。

(1) 保険契約者または被保険者K対して不実のととを告げ，もしくは保険契約条項の一部Kつ

き他会社と比較した事項を告げ，または保険契約条項のうち重要走事項を告げ在いとと。

(2) 保険契約者または被保険者が保険会社K対して重要念事実を告げるのをさまたげ，または

告げ左いととをすすめるとと。

(3) 側検契約者または被保険者が保険会社K対して重要左事項につき，不実のととを告げると

とをすすめるととo

(4) 保険契約者または被側没者K対して特別の利益の提供を約し，または保険料の割引，割戻

その他特別の利益を提供するとと。ただし，会社が基礎書類K基づいて行左う場合Kは，適

用されをい。

(5) 保険契約者または被保険者K対して，既存保険契約〈すでK成立している側!食契約のとと

をいう。〉を不当K消滅させるとと Kよb新たを保険契約の申込をさせ，もし〈は新たま保

険契約の申込みをさせるととKよb既存保険契約を不当K消滅させ，もしくは既存保設契

約を不当K消滅させ，もし〈は不当K保険契約の申込みをさせ，またはとれらのととをすす

めるとと。

左:j;..， r保険募集の取締K関する法律Jvcかいて，募集K当つての禁止事項として直接的

な表現はとられてい左いものの，次の工う在事項は，一応禁止事項としてとらえて合くとと

も可能と考えられる。

① 他の生命保険会社の役員もしくは使用人もしくはとれらの使用人を兼ね，または他の

生命保険会社の委託を受けて募集を行左い，もしくは他の生命保険会社の委託を受けて

募集を行まう者の役員もしくは使用人として募集を行左うととができない。

② 保険会社の資産bよび負債K関して，保険業法・第82条第1項の規定Kより大蔵大臣

に提出した書類K言E撤された事項と異.在る内容のものを記載した募集文書図画を使用す

るとと。

③ 保険会社の将来K長ける利益の配当または剰余金の分配Kついての予想lて関する事項

を記載した募集文書図画を使用するとと。
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3. アJ生命保険契約κ台ける当事者とは，保険者と保険契約者をいう。保|没者は，保険事故

発生の際一定の金額の支払を約するものであるが，保険業法Kより，資本金または基金

が3.00 0万円以上の株式会社または相互会社で，かっ，主務大臣の免許を受けたもの

に限られている。保険契約者は，保|没者の相手方として側演者K報酬を支払うことを約

するもので，自然人でも法人でもよい。

生命保険契約が有効K成立するためKは，とれら当事者の間K次の要素Kついて合意

がなければならない。

① 被保険者

被保険者は，その人の生死K関し保険される者で，保険契約K沿いて定められ，か

っ契約の当時存在していなければなら左い。被保演者と左 b得るものは，その性質上

自然、人K限られる。

② 保険金受取人

保険金受取人は，保検事故発生の際，保|没者から保険金を受取るべき者で，保険契

約者によって指定される者と法律または保険約款の定めKよって受取人と左る者とが

ある。保険金受取人は自然Vへでも法人でもよい。

③ 保|検事故

保i検事故とは，保険者の一定の金額の支払義務を具体化させる事故のととも保険

契約者または第三者の一定の時期VL::Jo-'ける生存(出生を含ま在い。)または{期決契約

の有効期間中K会ける死亡をいう〈商法67 3条)。保検事故は，契約成立の時K沿

いて不確定であるととが必要であるが，その不確定性は，客観的であるととを要せず，

当事者の主観K沿いて不確定であればよい(商法642条， 683条〉ロ

④ 保換期間

保険期間は，保|没者の責任の存続する期間である。保険者の責任は特別左事情の左

い限!J，契約の成立と同時に始ま b保険期間も契約の成立と同時K進行するのが普通

であるが，保険料前払主義をとる現在の約款では，契約の成立後第 1国側l食料払込の

時から保険者の責任すなわち側換期間が進行すると定めているので，保険期間と契約

期間とは一致しないととK在る。しかし保険契約の成立する前K第 1回保険料相当額

を預ったときは， rその保険料を預った日Kさかのぼって責任を負うJとしているの

で，との場合Kあっては契約期間と保険期間の始期が同じKなる。また保険期間の始

J切なよひ'終Wjvcついては，法律または約款もしくは特約K別段の定めがない限!J，民
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法の一般原則Kよるo 保険期間の始j仰は，保険契約の成立または保険者の責任開始の

時であるが，終期はi終身保|墳のよう Kその性質上とれを予定しえないものを除いて

は，保険契約の成立または保険者の責任開始期から一定の期間を経過したとき，また

は被保演者が一定の年令K達したときと定められている。

⑤ 保険金(額〕

側決金とは，保険者が所定の要件のもとK側検事故が発生した場合K支払うべき一

定の金額をいう o 約定すべき伺換金の額Kついては商法上走んの制限も左いが，保険

業法上では一保険者が被側挽者一人Kついて掛句しうる保険金の最高限度額を定め左

ければまらまいととKなっている。

@ 側演料

保険料は，保険者が一定の金額を支払う義務を負担するのK対してまされる報酬

す左わち反対給付である(商法673条， 629条〉。保険料。額は，当事者の合意

Kよって定められるが，通常，それは保険事故の発生の確率，保決金，保険期間を考

慮K入れて決定される。

左孝子， r・・・・・・凡そ生命保険lてかける被保険利益の存在はとれを否定し得左い。保|演に対

しとの要素を無視するは保険をして賭博たらしむるもので，ーの自殺的見解であるといえ

よう。蓋し『利益左き処，側決在し』との法律格言は万代不易のもので左ければならぬ。

生命保険K争ける被保険利益は精神的のものである。従って主観性を有する。........ J 

として，被保険利益を要素のーとしてとらえる説がある。しかしながら，多数説は，とれ

K消極的であるので，強いて要素の-vl:加え説明する要はまいと解される。

イ.契約者以外の第三者を被側演者としてその生死を保険事故とする契約を他人の生命の保

険契約という。との場合賭博行為或いは他人の生命K危害を加える危険があるため，何等

かの制限が必要とされる。従来の立法例には次の如きものがある。

(t)刺益主義 ー..... 被保険者の生命Kついて金銭上の利益，或はその他の利益を有す

る者のみが保険契約を結ぶととができる。

(2) 親族主義・・ー・・・ 保険金受取人は被保険者の親族K限るとするものである。

(3) 同意主義 ・・・・・・ 被保険者の同意を必要とするものである。

現行商法は同意主義をとっているo 即ち，

(1) 他人の死亡を保険事故とする契約を締結するKはその他人の同意を必要とする。
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ー

ただし，その他人が保険金受取人の場合はとのi浪bではない。

(2) 他人の同意を得て契約が成立した場合VC，その受取人が，その権刺を他人K譲渡する

場合Kは吏K被保険者の同意を要する。また(1)のただし書の場合VC，受取人からその

権利を譲渡された者が更Kその権利を譲渡するときKは被保険者の同意を必要とする。

更K契約者が被保険者である場合(rC，受取人がその権利を談授するには，被保険者

(契約者〉の同・意を必要とする。 との場合は実は他人の生命の保演では左いが，他人

の生命の保険と同じ弊害があb得るとしたものであろう。

(3) 契約成立後受取人を新たに指定し，または変更する場合は他人たる被保険者の同意を

必要とする。その指定，変更によって被保険者を受取人とする場合はとの限bでは在

い。

他人の生命の保険K台ける被保険者の同意は契約成立のための要件ではまし効力発生

のための要件とされる。被保険者の同意は一方的左意思表示Kよって左されるが，その方

式Kついては法律上何等の制限もないので口頭でもよいし，また必ずしも明示的であると

とを要しまい。同意の時期Kついても商法上規定がをい。事前或は契約と同時K左される

ととを要するとの説もあるが，事後の同意も有効と解すべきであろう。また法の趣旨から

個々の確定した契約Kついて同意が与えられ在ければ在らず，内容未確定の契約について

は左し得左いとされる。

実際は契約申込の際申込書上K被保険者の同意を表示して署名または記名捺印を求める

のが普通である。一旦同意を与えて契約が効力を生じた後K恥いては被保険者は同意を撤

回して効力を失わせるととを得左いと解すべきである。

ウ.法令Kよって義務づけられ，かつ，付与されている職務と権限が，そのまま保険計理人

と監査役との職務権限上の相違となる。

保険計理人の職務権限

(1) 保険数理K関する事項を担当するとと

とと忙いう保I~~数理K関する事項とは，保険業法施行規則第40 条K定めるととろのも

ので，次のよう左事項をいうものと解されている。

的保険料なよび責任準備金算出方法書K定める事項。との場合，生命保険会社の算出

方法書K定める事項とは，保l漁業法施行規則第13条Kより，現在のととろ次のよう
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• 

在ものと在っている。

a 予定死亡率恥よび予定廃疾率K関する事項

b.利益配当付または剰余金配当付の保険種類Kありでは保険契約の脱退残存率K関す

る事項、

C.予定利率に関する事項

d.予定事業費率K関する事項

e .解約返戻金の計算K関する事項

f .保険料の計算K関する事項

g.責任準備金の計算K関する事項

h.保険契約K関する利益または剰余金の配当準備金の計算K関する事項

i .未収保険料計上の範囲K関する事項

， . j .保険金額，保険種類または保険期間を変更する場合Kがける計算K関する事項

k.その他保険数理上必要なる事項

付) 前ぐ:nvr:掲げるもののほかの保険契約K関する準備金bよび未収保険料の計算K関する

事項

(坊側!食約款の規定Kよる貸付金の計算K関する事項

t:) 前例左い'し(ウ)の計算のため必要ま諸般の統計に関する事項

左~、，保険業法施行規則の第 4 0条Kよれば，前記力走い以コ今のほか，保険外務員K対

する給与K関する規定の作成，保険契約者の募集K関ナる計画，その他保険数理花関係あ

る事項Kついて保険計理人は関与するとととをっている。

(2) 保険業法の規定Kょb主務大臣K提出する書類K掲げる事項中次の事項の計算11'.)正当在る

ととを確認するとと。

的責任準備金その他の僻食契約K関する準備金

付) 未収保険料

(ウ)保険約款の規定Kよる貸付金

ま争，本件K該当する書類は，現在のととろ，保設業法第82条忙規定されている「財

産目録，貸借対照表，事業報告書bよび損益計算書左らびK基金の償却，基金利息の支払，

準備金恥よび利益または剰余金の配当K関する決議書」となる。

(3) 前(1)vr:規定する事項Kついて，主務大臣から諮問を受けたときは，遅滞在〈答申し左け

ればならをいとと。
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(4) 在名、，保険言十理人が同ーの会社K名、いて2人以上と在る場合Kは，それぞれその担当

事項を明確Kしでかかまければ左らない。

監査役の職務権限

(1) 取締役が株主総会(社員総会・社員総代会)(rC提出せんとする会計K関する書類を調

査し，株主総会(社員総会・社員総代会)(rCその意見を報告し左ければ在らないととo

(引 いつでも会計の帳簿むよび書類の閲覧もしくは謄写をなし，または会計K関する報告

を求めるととができるとと。

(3) その職務〈会計監査を意味し，前I)(rC述べるととろが一応その究極的職務と在るo ) 

を行左うため特K必要があれば，会社の業務長よひー財産の状況を調査し得るととo

(4 ) その職務遂行K当つては善良左管理者の注;立をもって行なわなければ友らないとと。

(5) 左:j;"'，保険株式会社の設立忙際しては，次の事項を調査し，創立総会K報告し左けれ

ば左ら左い事~ffjがある。

め 会社の設立K除して事桁する株式の総数の引受けがあった治情か

(イ) 溌行倍額の全額の払込みかよび現物出資K関し払込期自にその財産の全部の給付が

まされたか否か

4. 信託についての根拠~;"fI，は作託法でおtJ ，信託の成立K関する規定は同法第1条である

れそζ(，とは「本法ニ於テ信託ト称スJI/ハ財産権ノ移い其ノ他ノ処分ヲ為v他人ア γテ一

定ノ目的ニ従ヒ財産ノ管理又ハ処分ヲ為サシムノレア謂フ」と定義している。との規定Kの

っとれ信託契約成立のための要件を考急干すると次の4つが挙げられる。

7.信託行為

a .信託契約成立のための要件として，まず信託を成立せしめる行為が必要である。信託

を成立せしめる行為を「イヨ託行為Jというが， との信託行為(信託設定行為〉の方式に

ついては，信託法lては特K定めがなく， i財産権ノ移転其ノ他ノ処分ヲ為シ他人アシテ

一定ノ目的ニ従ヒ財産ノ笥理叉ハ処分ア為サシムノレ」ならば，設定者の任意Kょb信託

を成立せしめ得る。

b しかし?をがら営業信託(信託の引受を営業としている場合)(rCついては信託業法施行

細則Kよ.b，委託者(信託の設定者)受託者(-s・託の引受人)間の書面忙よる信託契約K

よるべきととが定められてな九契約諾K言酪えすべき事項も定められている。

非営業信託Vてついてはその様な規定が左いので，単K意思表示Kより設定するととが出
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来，また遺言Kよって設定する場合(遺言信託〉もあb符るが，との様な特殊左場合を除

き，通常はやはP委託者，受託者の合意Kよる契約Kよb成立する。

C.信託契約の内容としては，信託の性質よ bして少〈とも次の事項Kついて規定してなく

ととが必要である。

(1)委託者名 (2)受託者名 (3)信託目的 (4)信託財産の内容 (5)受益者

〈信託の刺益を享受する者〕 (6)信託財産の管理・処分K関する具体的な方法

(7)信託期間 (8渓約年月日

イ.財産権の移転 ・・・・・・ 信託財産の成立

a.信託行為と同時vcr財産権ノ移転其ノ他ノ処分」が必要であt，とれKよって委託者か
ら受託者K移転された財産権を「信託財産Jと称する。との信託財産と左b得る財産権は，

財産価値を有する権利であればよしそれ以上の制限は左い。

b..ただし，営業信託の場合は，信託業法第4条の規定Kより，引受け得る財産権の種類は

下記の6穏類K限られているo

(1)金銭 (2)有価証券 (3)金銭債権 ( 4)動産 (5)土地及びその定著物

(6池上キ餓び土地の賃借権

C.信託の設定Kよb財産権は上記の如〈委託者から受託者へ移転する。従ってそのままで

は第三者から見た場合，その財産が受託者の固有財産であるか，他からのイ言託財産〈受託

財産〕であるかを識別するととが困難である。

ととろが信託財産はもともと受益者〈信託の刺益を享受すべき者〕の利益のためK受託

者K信託譲渡されたものであるから，信託法は信託財産Kついて，受託者の固有財産と分

別して管理すべきとと(第 22条)，受託者は善良在る管理者の注意をもって管理すべき

とと〈第 20条)，受託者の債務と相殺し得ないとと(第 18条)，受託者の相続財産代

属し左いとと(第 15条}，一般債権者が強制撤行・競売をするととが出来左いとと(第

1 6条)等の規定を設け，特K保護を厚くしているロ

との様K第三者Kとって受託者の固有財産とは全〈異なる性格を与えられる信託財産で

あるから，善意の第三者K不測の損害を蒙らせることのをい様，信託法第3条は次の様左

公示方法を定o，とれKよって信託財産の公示を行うものとし，もし公示を怠った場合は

善意の第三者K対し，信託財産としての特殊ま取扱いを主張するととが出来左いものとし

ている。

(1) 登記又は登録すべき財産〈不動産，鉱業権等ト・・・・・信託の登記又は登録
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(2) 有価証券

ウ。信託目的

証券K信託財産まるととを表示し，株券・社債券Vてついてほ，

さらK株主名簿又は社債原簿K信託財産在る旨の記載を行なう口

丸信託Kは「一定の目的Jが必要である。すまわち，信託の設定時K信託の目的が確立

してい左ければ左らない。との信託目的の内容がどの様なものであるかは，基本的Kは

公序良俗(民法第90条 )VC反し左い限り自由である。

b.ただし，信託には前述の様K財産の移転を伴い，信託財産は一般財産とは別個の保護

的取扱いをうけることとなるので，自己の財産K関する規制を免れるためK信託を設定

して， ζのととを悪用するととが考えられる。 ζのため信託法は次の如〈明文をもって

か与る信託を規制している。

(1) 脱法信託

法令によってある財産権を享有出来左い者が，信託の受益者と左るととKよって事

実上その財産を所有すると同ーの利益を得ょうとする様な脱断ラ為は許されずF その

様左信託は無効であるo (第10条)

(2) 訴訟を目的とする信託

例えば貸金債権の信託Kよって受託者が当事者として法廷K出頭し訴訟行為をする

等9 訴訟を目的とする信託は，とれを認めると澄訴の台それがあり，弁護士代理の原

則にも反するので禁じられている。(第 11条)

(3) 債権者詐害信託

民法第424条は債権者取消権を規定しているが，信託行為Kついても，それが債

務者の債権者を詐害する目的をもって左されたときは，債権者Kよって取消し得るも

のとされ，その場合受託者が善意であっても取消権が認められる。(第12条)

エe 委託者，受託者，受益者の三者関係

a .信託が成立するためKは，通常，信託を設定する人〈委託者)と，とれを引受ける人

〈受託者)と，信託の罪l溢を享受する人(受益者)との三者の存在が必要であるo

前述の如(，委託者が一定の信託目的を達成するためK，信託設定の意思表示をする

とともK，その財産権を受託者K移転するが，その際，信託目的達成の時には信託財産

の元本及びその果実は何人K帰属すべきか〈すなわち受益者は誰か〉を予め指定するの

であって(信託法第7条)との受益者が委託者と別人である信託を他益信託といい，受

益者が委託者と同一人である信託を自益信託という。
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b.以下K委託者，受託者，受益者Kついて，その資格要件，相互の関係等Kついて概説

するo

(1)委託者

的委託者は信託の設定をなす者であb受託者とともK信託行為の当事者とまるが，

その当事者能力Kついては信託法Kは特K定めが左いので民法の規定K従うととと

在るo

信託設定K際し，既述の通り財産権の移転その他の処分を在すのであるから，委

託者は財君主権K対する処分能力を有する者でなければならず，との事から未成年者，

禁治産者，準禁治産者，破産者は委託者たb得まい。

付)委託者比上述〈自益信託〉の如〈受益者を兼ねるととは出来るが，受託者を兼ね

るととは出来左い。英米では「宣言信託Jといって，委託者が信託宣言をする ζと

Kよって自己の財産の一部を信託財産とし，自己がその財産Kついて受託者とまる

ととが認められているが，我が国では信託法第1 条の「他人7~テ・・・・ J の規定K

明らか左通t，信託宣言を認めてい左い。

(2) 受託者

約 受託者は信託の目的K従い信託財産を管理又は処分する義務を負う者であって，

委託者と対立して信託行為の当事者となる。

信託財産の管理叉は処分をするのであるから，財産の管理・処分の能力を有する

必要があt，との事から未成年者，禁治産者，準禁治産者，破産者は受託者と在る

ととが出来左い。

白)営業信託の受託者と在る者は，信託業法の規定Kよb一定の資格を具え，主務大

臣の免許を受けた信託会社でなければ左ら左い。

(坊受託者は「共同受益者ノ一人タル場合ヲ除クノ外何人ノ名義ヲ以テスルヲ問ハズ

受益者の地位を兼ねるととは出来左い。〈信託法第9条〉

とれは受託者自らが受益者となれば，自己の利害が絡ま t，受託者として在すべき

善良まる管理者の注意をもって信託事務を履行するととが困難となる場合も生じ得

る訪‘らである。

(3) 受益者

切 受益者の地位は既述の通b当然K信託の利益を享受するにあ t，剰益事受の意思

表示は必要ではまい。
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付) 信託行為の時K受益者が存在し左いというととは原則としてはあb得左いが，場

合Kよっては不特定であるか，将来K左ら左ければ存在しまいというととがあり得

る。例えば或る会の会員を受益者とする場合等は，受益者は会員の脱退・加入等K

よb常K変動するから不特定であ!J，また将来生れる子供とか，将来の脱退者等を

受益者とする場合は受益者は未だ存在し左い。

との様左場合Kは，受益者の権利(受益権)を管理する者(信託管理人)を定め

ることが適切であり，信託行為に定めがまい場合は裁判所が利害関係人の請求Kよ

り，又は職権を以て，信託管理人を選任することとされている。(信託法第8条)

5. 適格年金と調整年金を比較してみると，根拠法規，実施主体，契約当事者，設立人員規

模p 制度設計基準，税法上の取扱い等K種-々の相違点が見出される。 とれらの相違は，根

拠法規の違いK求められ，制度の機能・特色K表われて::j;-..!J，従って税法上の取扱いも相

違してくる。

(1)根拠法規

適格年金の根拠法;ylは，法人税法でお.!J，百種年金のそれは，厚生年金保険法である。

(2) 機能と特色

適格年金の機能は，公的年金の補完機能，労務管理機能，コスト合理化機能である口

調整年金の機能は，適格年金の上記の4公認のほかVC，厚生年金の代行機能，社内年金，

退職一時金等との重複継機能峨極的K考えられる。

調整年金は，法律の建前からいえば，公的年金である厚生年金の老令年金報酬比例部

分を千切子し，かっ， とれをとえる給付を行なうととが要請される。

(1) 公的年金の代行

適格年金は公的年金の補完機能はあるが，代行機能はない。調整年金の代行機能は，

既K述べた通bである口

qi)他益信託と自益信託

適格年金は，信託契約の当事者は，委託者=企業，受益者=加入者むよひ.受給者，

受託者=信託委j桁という世路信託の形態をとっている。

調整年金は，自益信託の形態をと.!J，委託者=基金，受益者=基金，受託者=信託

銀行と左.!J，公法人である基金が委託者・受益者をかねるととK走る。

QiD 制度設計上の制限，個別性とその制限

-65ー



適格年金のすべての給付は，企業の任意できめられる性格をもっている。設計上，差

別取扱の禁止，年金よbも一時金K偏し左いとと等の制限はあるが，労務管理的色彩を

強〈反映できるo

調整年金は，企業が任意K決められる付加部分もあるが，厚生年金の代行機能からま

た，代行部分と付加部分が揃町上~となっているため，制度設計上や L労務管理的色

彩が制限される。

厚生年金基金から支給される年金は，政荷管掌の厚生年金の老令年金叉は通算若令年

金の報酬比例部分を，金額，受給資格，支給期間の全面Kついて，とれ以上のものであ

るととを要する。年金の支給期間も終身であるが，適格年金ではそのよう左制限はな~o

適格年金の掛金の額Kは制限はまいが，調整年金の掛金は，厚生年金から免除された

掛金を下廻っては走ら左い。また事業主は拠出制の場合，掛金の50 %T.:.l上を負担しま

ければ左らまい。叉加入員の負担する掛金は，国家公務員共済組合の掛金の水準以下で

あるととを要する。

Qv) 財政面の配慮，国の保証と国庫負担

適格年金では，年金数珪上の適格要件は，過大左損金算入とまらぬよう，税制面から

規制があり，調整年金の場合は，公的年金の代行として，最低責任準備金の確保，剰余

の別途積立金繰入れ等，安全性の要請が特K強い。

基金解散のときは，基金の加入員Kついての加入員期間K対応する報酬i比例部分相当

額は，政府の支給する老令年金V'e:j;'"いて保証される。そのかわり，基金解散時Kは，代

行部分の厚生年金の責任準備金相当額を政府K納入し左ければ左らまい。調整年金は国

の代行であるから厚生年金本体と同様，年金支給時K代行部分の給付費用の一部(男，

女 20 %，坑内夫25%から再取得率を引いたもの)か支給される。

(v) 還元融資と財投協力

適格年金の還元融資は，受託者が企業K対して，通常の条件K比べて有刺左条件で左
1 0 

いととを前提として，信託財産の丁百百万以下で認められている。

調整年金Kないては，基金の設立事業所の事業主K対する貸付は2基金加入員の福祉

の増進K資ずるためのものであ9，全信託財産の25%以下の範囲で認められる。

調整年金の信託財産の運用Vてついては，政府保証債を尚子給付部介の月央残高のす

〈購入時期の前月の)II持入して，財政投融資K協力するととが要請されている。

ω 設立人員規模
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適格年金K長いては，単独設立は 100人以上，連合設立は親会社100人以上，

子会社 10人以上と在っているo 総合設立は認められていまい。

調整年金Uてないては，単独，連合，総合，いづれの場合も加入者数1，0 0 0人以上

である。

(3) 税法上の取扱い

1 2 
(j) 適格年金の課税標準である退成年金梢立金K対してはτ万百百ー相当(税話教正で

1 0 
4 3年4月以降開始の事業年度で τ百万すに下がる)の特別法人税が課せられ，地方

1 3.8 
税の負担を合わせると年τ百万百程度の負担と在る。従業員掛金Kついて所得控除扱
いは認められまい。〈今回の税法改正で生命保険料控除の範囲内で所得控除が認めら

れるととになった口〉

会社掛金は損金扱いされるロ

(jj) 調整年金の年金治立金は，付加部分も含めて非課税扱いとまる。ただし，給付が国

家公務員の年金水準を超えるときは，その超える部分に限9，特別法人税が課せられ

る。

従業員掛金は，付加給付部分を含めて社会保攻料控除扱いされるo

会社掛金は損金算入扱いされる。

6. 昭和42年6月，浪人税法施行令の一部が改正されたが，年金関係、の変更事項としては，

第ーに退職金を適格退職年金あるいは調整年金へ移行する場合の樹及いの変更，第二K適

格退職年金の過去勤務債務等の額の計上方法とその掛金払い込み方法の変更，第三lて適格

退職年金の自動承認制が新設されたととがあげられる。

以下，その訟のなのKついて概説する。

7.退職金を適格年金あるいは調整年金へ新すする場合の取扱い〈令第10 8条)

(1) 累積限度額の特例

退職金を年金制度へ移行した場合，退職給与引当金に累積限度額(要支給額むを相

当額〉をとえる部分が生じるが，それをただちKと9<ずすとすれば，移行年度VC:か

いて，とのとえる部分K課税されるととKまるoそとで旧政令では，適格退職年金へ

の移行の場合は課税されないよう忙きめられていたが，調整年金への移行の場合につ

いてはとれが適用されず，不均衡と在っていたので，今回，つぎの内容K改正された。

す左わち，適格退職年金あるいは調整年金のいずれでも，退職金からの移行に伴い，
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退職給与引当金に累杭限度額をとえる部分が生じた場合Kは，移行年度K沿いて，それ

をただちKとり〈ずさず，以後つぎ忙定めるイとロの額のうち，いずれか少左い金額を

もって特例の累積限度額とし，その額をとえる部分があればと 9(ずすととになった。

「イの金額J.. ....各事業年度終了時の退職給与引当金勘定の金額

「ロの金額」・・・・・・上積み分七年均分とり〈ずしKよる特例累積限度額

す左わち，各事業年度の調整前累積限度額〈期末要支給額のす相当額)+移行年度の

調整前累積限度超過額(移行年度末の要支給額のす相当額をとえる部分の退職給与引当

金勘定の金額)x 
84ー移行日以後各事業年度終了までの月数

8 4 

とれKよ9，退職金を全部移行する場合Kは，移行年度終了時にお、ける退職給与引当

金勘定の金額を，移行月から七年間で均分Kと9<ずしていけばよい。また一部移行す

る場合Kは，毎年度の調整前累積限度額とか，退職金の支払額の大きさ忙工って，とり

くずし額は変動するので，全部移行のように単純に七年均分と bぐずしとはまら左い。

(2) 退職金を移行した適格退職年金を調整年金へ移行した場合

退職金を適格~織年金K移行し，さら Kそれを調整年金K移行する場合で，まだ未償

却過去勤務債務K対応する引当金が残っているときの取扱いは， I日政令Kより，その残

額を五年間で均等K益金K算入するととK在っていた。

しかし今回の改正で，との場合Kも，その残っている引当金をもったまま，前述の退

職金を適格退職年金または調整年金へ新7する場合と同様K処理するととK左った。

す左わち，退職金をまず適格退職年金K移行したととK伴い，行まっていた調整方法

を，調整年金K移行した後もそのまま続ける。まbとの場合， r ロの金額j の計算忙~

た9，r84カ月」の起算は，退職金を適格退職年金K移行した日と在るo

イ.適格退職年金の過去勤務債務等の額の計上方法と，その掛金払い込み方法(令第15 9 

条第6号〉

(1) 計上方法の変更

旧政令では，つぎの事由Kよって不足梢立金が生じた場合~，過去勤務債務等の額を

計上していた。

の契約の締結もしくは変更

付) 受益者等の加入

~)給与水準の改定
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そしてとれらの事由別K額を区分して経理する方式がとられていた。今回の改正Kよ

り，との方式(個別管理方式という )VC加え，初期過去勤務債務等の額の計上後は，受

益者等の加入，給与水準の改訂等があっても，その時点では過去勤務債務等の額は計上

ぜず， r一定期間Jを魁畠するどとに，退職年金の給付K充てるためK新たK留保すべ
き金額を計算し，とれを過去勤務債務等の額として計上するという，いわゆる「一信管

理方式Jが認められた。

(2) 掛金払い込み方法の変更

従来，過去勤務債務等の額K係る掛金として，払い込みが認められていた額は，各一

年どは当該過去勤務鰯等の併合 K相当する金額以下の均等額とされていたが，

今回の改正では，つぎの三つの方法がきめられた。

付) 金台むね一定額の掛金

従来の方法K加えて，一括管理方式では定額制で，一人当bの掛金をきめ，加入者

K比例して払い込む方、法。ただし，最・高限度は年間掛金額が過去勤務債務等の額の合

計額の#zに相当する金総
(0)給与に台bむね一定の割合を乗じて計算する掛金

契約の締結時または変更時Kきめた掛金率を，給与に乗じた掛金を払い込む方法。

最高限度はイの場合と同じ。

付 過去勤務債務等の現在額K争辛子むね一定の割合を乗じて計算する掛金

過去家筋債務等の額のうち，まだ払い込まれていまい金額K相当する額を基準とし

て，それK一定の率を乗じた掛金を払い込む方法である。最高慨は元日rとされ
ているが，過去勤務債務等の現在額が，当該法人の事業年度の通常掛金(年次掛金)

の額以下と在るときは，その未払い込み残額を一括払い込むととが認められているo

(3) 要留保額をとえる額の処理

従来は信託財産の価額が退職年金の給付K充てるためK留保すべき金額(要留保額〉

をとえる額が生じた場合~'L，との額を過去勤務債務等の額の枠外で掛金として払い込む

ととができたが，新政令ではとれを認めていまい。すまわち，とのとえる額も含めて，

前述の払い込む額の限度が適用されるととK在った。

9.適格退職年金の自動承認制の新設(令第16 0条第6号〉

国税庁の適格退職年金審査事務を簡素化するためVC，新たK設けられたもので，適格要

件をみたしているととKついて，信託長財予または生命保険会、社が，あらかじめ国税庁長官
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の認定を受けた定型的左契約書(その付属明細書を含む。)~よっている契約Kついてり

簡単左届出書の提出のみで，自動的K承認されるととKまった。
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